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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

九州ＦＧ証券株式会社 

 

２．登録年月日（登録番号） 

2017 年 11 月 29 日（九州財務局長（金商）第 18 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

（1）会社の沿革 

年 月 沿 革 

2017 年 ６月  九州 FG 証券設立準備株式会社設立 

2017 年 11 月  金融商品取引業登録、日本投資者保護基金加入 

2017 年 12 月  九州 FG 証券株式会社へ商号変更 

2018 年 １月  
日本証券業協会加入、営業開始、 

熊本支店、鹿児島支店、宮崎支店開設 

 

（2）経営の組織 

                            

 
 

 

４．株主の氏名又は名称、株式の保有数及び議決権割合 

 

氏名又は名称 保有株式数 議決権割合 

株式会社九州フィナンシャルグループ 60,000 株 100.00％ 

株
主
総
会 

取
締
役
会 

代
表
取
締
役
社
長 

監
査
役 

リ
ス
ク
管
理
委
員
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総
合
予
算
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員
会 

管
理
本
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営
業
本
部 

経営企画部 

ＣＲ統括部 

事務管理部 

営業企画部 

熊本支店 

鹿児島支店 

宮崎支店 

経
営
会
議 

代
表
取
締
役
副
社
長 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会 法人ソリューション室 
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５．取締役及び監査役の氏名及び役職名 

（2025 年 3 月 31 日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代 表 取 締 役 社 長 海ヶ倉 浩文 有 常勤 

代 表 取 締 役 副 社 長 野島 洋治 有 常勤 

取 締 役 江藤 英一 無 非常勤 

取 締 役 赤塚 典久 無 非常勤 

取 締 役 碇山 浩美 無 非常勤 

取 締 役 池田 誠 無 非常勤 

監 査 役 長谷川 潮 ― 常勤 

（注）2025 年 4 月 1 日に江藤英一氏、赤塚典久氏、池田誠氏の３名が取締役を、長谷川潮氏

が監査役を辞任いたしました。 

   また、同日付で多田理一郎氏、山方真一氏、前出洋氏の３名が取締役に、黒田耕平氏

が監査役にそれぞれ就任いたしました。その後、同年 7 月 1 日に宮原智彦氏が黒田耕平

氏に代わり監査役に就任しております。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

（1）金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則を

いう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名

称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含

む。）の氏名                        

氏 名 役 職 名 

野島 洋治 
代表取締役副社長 

（内部管理統括責任者） 

 

（2）投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は投資運用

業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含む。）を行

う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第 11 号ロに規定する金融

商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投資助言業務に関し当該投資判断を行

う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券関連業に該当するものに限る。）に係る外務員

の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）の氏名 

該当ありません。 

 

７．業務の種別 

（1）金融商品取引業 

（金融商品取引法第 2 条第 8 項第 1 号から第 3 号、第 8 号、第 9 号、第 16 号及び第 17 号） 

業務の種別 

・有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 
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・有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次

ぎ又は代理 

・取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引並びに外国金

融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取

次ぎ又は代理 

・有価証券の売出し又は特定投資家向け売付け勧誘等 

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱い又は私募もしくは特定投資家向け売付け勧誘

等の取扱い 

・有価証券等管理業務 

（2）金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法第 35 条第 1 項） 

上記に記載した金融商品取引業に付随する業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名 称 所       在       地 

本 店 
熊本県熊本市西区春日１丁目12番３号 

（KFGビル８階） 

熊 本 支 店 
熊本県熊本市西区春日１丁目12番３号 

（KFGビル８階） 

鹿 児 島 支 店 
鹿児島県鹿児島市山之口町１番10号 

（鹿児島中央ビルディング８階） 

宮 崎 支 店 
宮崎県宮崎市広島２丁目12番14号 

（鹿児島銀行宮崎支店３階） 

宮 崎 支 店 

お客様相談ブース 

宮崎県宮崎市広島２丁目12番14号 

（鹿児島銀行宮崎支店２階） 

 

９．他に行っている事業の種類 

該当ありません。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

社内措置を講じたほか、次に掲げる業務に外部の紛争等解決機関を利用する措置を講じました。 

第一種金融商品取引業 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター

（ＦＩＮＭＡＣ）との間で特定第一種金融商品取引業務に係

る手続実施基本契約を締結する措置 

 

11．加入している金融商品取引業協会 

  日本証券業協会 

 

12．加入している金融商品取引所 

福岡証券取引所 

 

13．加入している投資者保護基金 

  日本投資者保護基金
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

受入手数料は、信託報酬の増加等により前年比 227 百万円増加の 2,427 百万円となり、ト 

レーディング損益は、債券取引の縮小により前年比 37 百万円減少の 112 百万円となりました。 

この結果、営業収益は前年比 202 百万円増加の 2,551 百万円となり、純営業収益は前年比

199 百万円増加し 2,545 百万円となりました。 

販管費は、口座数や取引量増加に伴う通信費等のコスト増に物価高の影響も加わり、前年比 

269 百万円増加の 2,278 百万円となり、営業利益は前年比 70 百万円減少し 266 百万円となりま 

した。 

以上の結果、経常利益は前年比 65 百万円減少の 270 百万円、当期純利益は前年比 33 百万円 

減少し 244 百万円となりました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

（1） 経営成績等の推移                        （単位：千円） 

 

 

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

資本金 3,000,000 3,000,000 3,000,000

発行済株式総数 60,000株 60,000株 60,000株

営業収益 2,169,235 2,349,760 2,551,795

（受入手数料） 1,397,984 2,199,400 2,427,119

（（委託手数料）） 58,668 118,637 121,833

（（引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料））
－ － －

（（募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱い手数料））
686,490 1,243,850 1,133,863

（（その他の受入手数料）） 652,825 836,912 1,171,422

（（（受益証券））） 643,084 2,071,983 1,161,288

（（（債券））） 4,734 3,131 372

（（（アドバイザリー／コンサル

ティング手数料）））
4,800 8,600 9,350

（（（事務手数料））） 112 120 323

（（（口座移管手数料））） 132 102 79

（（（その他））） △38 4 8

（トレーディング損益） 770,174 149,527 112,213

（（株券等）） 344 122 1,140

（（債券等）） 830,151 195,730 135,940

（（その他）） △60,321 △46,324 △ 24,867

（（（外国為替取引））） △60,097 △45,731 △23,224

（（（株式投信ユニット））） △223 △593 △1,642

（金融収益） 1,077 832 12,462
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（2） 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

                     （単位：百万円） 

 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

自 己 － － － 

委 託 12,344 24,973 22,909 

計 12,344 24,973 22,909 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電

子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除

く。） 

（単位：千株、百万円） 

 
引受高 売出高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額 

募集の 
取扱高 

売出しの 
取扱高 

私募の 
取扱高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高 

２
０
２
３
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 3,641 41,633 － － 

受益証券    143,136 － － － 

その他 － － － － － － － 

２
０
２
４
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    221,855 － － － 

その他 － － － － － － － 

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

純営業収益 2,164,765 2,345,884 2,545,013

経常損益 436,754 335,892 270,163

当期純損益 366,597 278,418 244,621
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引受高 売出高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額 

募集の 
取扱高 

売出しの 
取扱高 

私募の 
取扱高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高 

２
０
２
５
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    220,629 － － － 

その他 － － － － － － － 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

（3） その他業務の状況 

該当ありません。 

 

（4） 自己資本規制比率の状況                 （単位：％、百万円） 

 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
536.4 505.6 439.2 

固定化されていない 

自己資本（Ａ） 
2,994 3,216 3,331 

リスク相当額（Ｂ） 558 636 758 

 市場リスク相当額 55 59 68 

取引先リスク相当額 82 112 138 

基礎的リスク相当額 419 463 551 

暗号資産等による控除額 － － － 
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（5） 使用人の総数及び外務員の総数                  （単位：名） 

 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

使用人 72 87 86 

（うち外務員） 67 77 79 

  

（6） 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業に行う金融商品取引業者に限る。） 

該当ありません。 

 

Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

（1）貸借対照表 

（単位：千円） 

 

  

科　目
第７期

（2024年3月31日現在）

第８期

（2025年3月31日現在）

 流動資産 12,446,627 9,868,881

 　現金・預金 4,304,090 5,736,261

 　預託金 6,310,000 3,430,000

 　　顧客分別金信託 6,310,000 3,430,000

 　約定見返勘定 1,589,227 414,019

 　未収入金 3,949 977

 　未収収益 239,133 279,153

 　その他の流動資産 226 8,468

 固定資産 135,334 265,218

 　有形固定資産 34,898 44,604

 　　建物 6,003 5,398

 　　器具・備品 26,464 21,224

 　　リース資産 2,430 17,981

 　無形固定資産 66,593 167,887

 　　ソフトウェア 66,593 167,887

 　投資その他の資産 33,842 52,726

 　　出資金 7,000 7,000

　　 敷金及び保証金 25,936 25,384

 　　その他 906 20,342

 　　資　産　合　計 12,581,962 10,134,100

資　産　の　部
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（単位：千円） 

  
  

科　目
第７期

（2024年3月31日現在）

第８期

（2025年3月31日現在）

 流動負債 9,228,377 6,518,821

 　預り金 7,899,194 5,899,170

 　　顧客からの預り金 7,009,261 5,316,965

 　　その他の預り金 889,932 582,205

 　短期借入金 1,200,000 500,000

 　未払金 10,233 420

 　未払費用 35,067 40,751

 　未払法人税等 37,035 29,663

 　未払消費税等 44,284 46,413

 　リース債務 2,561 2,401

 固定負債 1,332 18,450

 　リース債務 1,221 16,194

 　その他の固定負債 110 2,256

 特別法上の準備金 497 452

 　金融商品取引責任準備金 497 452

 　　負　債　合　計 9,230,208 6,537,724

 株主資本 3,351,754 3,596,375

 　資本金 3,000,000 3,000,000

 　利益剰余金 351,754 596,375

　　 その他利益剰余金 351,754 596,375

 　　　繰越利益剰余金 351,754 596,375

 　　純　資　産　合　計 3,351,754 3,596,375

負 債・純 資 産 合 計 12,581,962 10,134,100

負　債　の　部

純　資　産　の　部
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（2）損益計算書 

（単位：千円） 

    

科　目

第７期

自 2023年４月１日

至 2024年３月31日

第８期

自 2024年４月１日

至 2025年３月31日

 営業収益 2,349,760 2,551,795

 　受入手数料 2,199,400 2,427,119

 　　委託手数料 118,637 121,833

 　　募集・売出し・特定投資家向け

 　　売付け勧誘等の取扱手数料
1,243,850 1,133,863

 　　その他の受入手数料 836,912 1,171,422

 　トレーディング損益 149,527 112,213

 　金融収益 832 12,462

 金融費用 3,875 6,782

 純営業収益 2,345,884 2,545,013

 販売費及び一般管理費 2,009,387 2,278,516

 　取引関係費 1,190,215 1,356,253

 　人件費 443,232 507,815

 　不動産関係費 108,801 103,123

 　事務費 200,689 179,547

 　減価償却費 24,002 55,346

 　租税公課 37,443 71,359

 　その他 5,000 5,070

 営業利益 336,497 266,496

 営業外収益 4,498 3,910

 　雑収入 4,498 3,910

 営業外費用 5,103 243

 　雑損失 5,103 243

 経常利益 335,892 270,163

 特別利益 － 45

 　金融商品取引責任準備金戻入 － 45

 特別損失 252 40

 　リース解約損 － 40

 　金融商品取引責任準備金繰入 252 －

 税引前当期純利益 335,639 270,168

 　法人税、住民税及び事業税 57,220 44,983

 　法人税等調整額 － △ 19,436

 法人税等合計 － 25,547

 当期純利益 278,418 244,621
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（3）株主資本等変動計算書 

     
       

（4）注記事項 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成

18 年 2 月 7 日法務省令第 13 号）及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19

年８月 6 日内閣府令第 52 号）並びに「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭

和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用しております。ただし、建物附属設備については定額

法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建   物    10 年～15 年 

器具・備品     4 年～15 年 

第７期（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日） （単位：千円）

その他利益

剰余金 利益剰余金

繰越利益 合計

剰余金

 当期首残高 3,000,000 73,335 73,335 3,073,335 3,073,335

 当期変動額

 　当期純利益 278,418 278,418 278,418 278,418

 当期変動額合計 278,418 278,418 278,418 278,418

 当期末残高 3,000,000 351,754 351,754 3,351,754 3,351,754

第８期（自 2024年４月１日　至 2025年３月31日） （単位：千円）

その他利益

剰余金 利益剰余金

繰越利益 合計

剰余金

 当期首残高 3,000,000 351,754 351,754 3,351,754 3,351,754

 当期変動額

 　当期純利益 244,621 244,621 244,621 244,621

 当期変動額合計 244,621 244,621 244,621 244,621

 当期末残高 3,000,000 596,375 596,375 3,596,375 3,596,375

株主資本

純資産

合計資本金

利益剰余金

株主資本

合計

利益剰余金

株主資本

資本金
株主資本

合計

純資産

合計
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(２) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(３) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額につい

ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外

のものは零としております。 

２． 特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の５及び金融商品取引業等

に関する内閣府令第 175 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

３． 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる主要な収益における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

           （１）委託手数料 

当社は、取引約款・規定等に基づいて、顧客の注文等を履行する義務を負っておりま

す。当履行義務は、当社が注文を執行する都度充足されることから、約定時点（一時

点）で収益を認識しております。 

（２）募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、募集申込日等の業務完了 

時点（一時点）で収益を認識しております。 

（３）その他の受入手数料 

その他の受入手数料の主なものは投資信託の代行手数料であり、契約期間（一定期 

間）に渡り時の経過に応じて収益を認識しております。 

 

［未適用の会計基準等に関する注記］ 

（リースに関する会計基準等） 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年９月 13 日 企業会計基準委員会） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年９月 13 日 企

業会計基準委員会）等 

 

１．概要 

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環とし

て、借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向け

て、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS 第 16 号の単一の会

計処理モデルを基礎とするものの、IFRS 第 16 号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な

定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS 第 16 号の定めを個別財務

諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。 
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借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS 第 16 号と同様に、

リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全ての

リースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会

計処理モデルが適用されます。 

 

２．適用予定日 

2028 年３月期の期首より適用予定であります。 

 

３．当該会計基準等の適用による影響 

「リースに関する会計基準」等の適用による計算書類に与える影響額につきましては、現時点

で評価中であります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

第 7 期（2024 年 3 月 31 日） 第 8 期（2025 年 3 月 31 日） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 

建物     3,291 千円 

器具・備品 58,459 千円 

リース資産 13,904 千円 

計 75,655 千円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

長期金銭債権     14,702 千円 
 

1. 有形固定資産の減価償却累計額  1.  有形固定資産の減価償却累計額 

建物     3,897 千円 

器具・備品 69,570 千円 

リース資産 15,159 千円 

計 88,627 千円 

 

2.                  2.  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

長期金銭債権     14,702 千円 
 

 

（損益計算書に関する注記） 

第 7 期 

（自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31 日） 

第 8 期 

（自 2024 年 4 月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

販売費・一般管理費 82,241 千円 
 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

販売費・一般管理費 81,448 千円 
 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

第７期 

（自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31 日） 

第８期 

（自 2024 年 4 月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

  普通株式       60,000 株 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式      60,000 株 
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（税効果会計に関する注記） 

第７期（2024 年 3 月 31 日） 第８期（2025 年 3 月 31 日） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、

それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

繰越欠損金 54,522 千円 

その他 5,779 千円 

繰延税金資産小計 60,301 千円 

評価性引当額 △60,301 千円 

繰延税金資産合計 ―  千円 
 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、

それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

繰越欠損金 13,827 千円 

その他 5,609 千円 

繰延税金資産小計 19,436 千円 

評価性引当額 ― 千円 

繰延税金資産合計 19,436  千円 
 

 

（金融商品に関する注記） 

１． 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

預り金は主に顧客から預った金銭の残高であり、金融商品取引法の定めに基づき、顧客分別

金として信託銀行に預託の上、分別管理しております。預託金は主に当該顧客分別金に係る預

託によるものであります。借入金は株式会社肥後銀行及び株式会社鹿児島銀行で当座貸越枠の

設定を行い、資金調達を行っています。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

第７期（2024 年 3 月 31 日） 第８期（2025 年 3 月 31 日） 

2024 年３月 31 日における現金・預金、預託

金、約定見返勘定、預り金、短期借入金につ

いては、短期間で決済されるため、時価は帳

簿価額にほぼ等しいことから記載を省略して

おります。 

2025 年３月 31 日における現金・預金、預託

金、約定見返勘定、預り金、短期借入金につ

いては、短期間で決済されるため、時価は帳

簿価額にほぼ等しいことから記載を省略して

おります。 

 

 

 

第 7 期（2024 年 3 月 31 日） 

１.親会社及び法人主要株主等                         （単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注 3） 
科目 

期末残高 

（注 3） 

親会社 株式会社九州 

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 

直接 100％ 出向社員の受入 

本店・熊本支店 

の賃借 

人件費の支払(注 1) 

賃借料等の支払 

(注 2) 

41,640 

40,527 

－ 

敷金 

－ 

14,702 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 人件費については、当社の給与規程等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注２） 賃借料については、取引実勢に基づいて一般的な取引条件で決定しております。 

（注３） 取引金額には消費税額を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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２.兄弟会社                                  （単位：千円） 

種類 会社等の 

名称 

議決権等の

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注４） 
科目 

期末残高 

（注４） 

親会社の

子会社 

株式会社 

肥後銀行 

なし 預金取引 

資金調達 

金融商品仲介業務

の委託 

出向社員の受入 

預金の預入(注１) 

資金の借入(注１) 

紹介手数料等の支払

(注２) 

人件費の支払(注３) 

1,714,842 

480,191 

103,744 

 

168,216 

現金･預金 

短期借入金 

未払費用 

 

－ 

1,509,457 

600,000 

13,240 

 

－ 

株式会社 

鹿児島銀行 

なし 預金取引 

資金調達 

金融商品仲介業務

の委託 

出向社員の受入 

預金の預入(注１) 

資金の借入(注１) 

紹介手数料等の支払

(注２) 

人件費の支払(注３) 

1,927,140 

480,191 

129,416 

 

141,231 

現金･預金 

短期借入金 

未払費用 

 

未払費用 

1,806,719 

600,000 

19,030 

 

2,796 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 一般の取引と同様な条件で行っております。なお、取引金額は平均残高を記載しております。 

（注２） 金融商品仲介業務の委託に係る紹介手数料等の支払については、その業務内容を踏まえ、当社と株式

会社肥後銀行及び株式会社鹿児島銀行が適正と判断する料率を決定しております。 

（注３） 人件費については、当社の給与規程等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注４） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

第８期（2025 年 3 月 31 日） 

１.親会社及び法人主要株主等                         （単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注 3） 
科目 

期末残高 

（注 3） 

親会社 株式会社九州 

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 

直接 100％ 出向社員の受入 

本店・熊本支店 

の賃借 

人件費の支払(注 1) 

賃借料等の支払 

(注 2) 

41,640 

39,656 

－ 

敷金 

－ 

14,702 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 人件費については、当社の給与規程等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注２） 賃借料については、取引実勢に基づいて一般的な取引条件で決定しております。 

（注３） 取引金額には消費税額を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２.兄弟会社                                  （単位：千円） 

種類 会社等の 

名称 

議決権等の

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注４） 
科目 

期末残高 

（注４） 

親会社の

子会社 

株式会社 

肥後銀行 

なし 預金取引 

資金調達 

金融商品仲介業務

の委託 

出向社員の受入 

預金の預入(注１) 

資金の借入(注１) 

紹介手数料等の支払

(注２) 

人件費の支払(注３) 

2,257,732 

395,616 

124,941 

 

171,413 

現金･預金 

短期借入金 

未払費用 

 

－ 

1,738,501 

－ 

12,588 

 

－ 

株式会社 

鹿児島銀行 

なし 預金取引 

資金調達 

金融商品仲介業務

の委託 

出向社員の受入 

預金の預入(注１) 

資金の借入(注１) 

紹介手数料等の支払

(注２) 

人件費の支払(注３) 

2,765,190 

488,767 

126,200 

 

160,347 

現金･預金 

短期借入金 

未払費用 

 

未払費用 

2,884,740 

500,000 

10,127 

 

3,257 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 一般の取引と同様な条件で行っております。なお、取引金額は平均残高を記載しております。 

（注２） 金融商品仲介業務の委託に係る紹介手数料等の支払については、その業務内容を踏まえ、当社と株式

会社肥後銀行及び株式会社鹿児島銀行が適正と判断する料率を決定しております。 

（注３） 人件費については、当社の給与規程等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注４） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

（1 株当たり情報に関する注記） 

第 7 期（2024 年 3 月 31 日） 第８期（2025 年 3 月 31 日） 

１株当たり純資産額    55,862 円 57 銭 

１株当たり当期純利益    4,640 円 31 銭 

１株当たり純資産額    59,939 円 59 銭 

１株当たり当期純利益    4,077 円 01 銭 

 

（収益認識に関する注記） 

  収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「３．収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 

 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額            （単位：百万円） 

借 入 先 
借入金額 

2024年3月31日現在 2025年3月31日現在 

株式会社肥後銀行 600 ― 

株式会社鹿児島銀行 600 500 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契

約価額、時価及び評価損益 

（1）先物取引・オプション取引の状況 

該当ありません。 

（2）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明

細書については、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、会計監査人である有限責任

監査法人トーマツによる監査を受け、監査報告書を受理しております。  
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Ⅳ．管理の状況 

１． 内部管理の状況の概要 

（1）内部管理態勢 

当社では、各種法令に加え、社会規範を遵守するようコンプライアンスの徹底を経営の

最重要事項と位置付け取り組んでおります。実効性のある法令等遵守態勢を確立するため

コンプライアンス委員会を設置し、取締役以下各部門の責任者等の参加により法令等遵守

態勢の整備、内部監査、監査法人・監督官庁からの指摘に基づく改善のための方針及び実

施方法等について意思決定を行っております。さらにコンプライアンス全般に関する課題

を一元管理する部署としてＣＲ統括部を設置しております。 

（2）内部管理部門 

当社は日本証券業協会規則に基づき内部管理責任者及び営業責任者を配置し、内部管理

統括責任者を内部管理の責任者として任命しております。ＣＲ統括部においては、売買管

理、モニタリング、コンプライアンスに関する日々の指導等を行っております。 

（3）内部監査部門 

当社の内部監査は親会社の内部監査部門が実施しております。経営企画部は、親会社に

おける監査が、被監査部門等のリスク管理の状況把握に資する、リスクの種類・程度に応

じた効率的かつ実効性のある監査となるよう協業しております。また、経営企画部は親会

社の監査結果に基づき、業務が内部監査規程及び社内検査規則等に遵守した運営をされて

いるかどうかについて親会社と情報を共有し、必要に応じその状況について取締役会等へ

の報告を行うとともに、必要な措置を講じる体制となっています。 

（4）法令等遵守教育、研修 

当社では、役職員に対して日常的な法令等遵守に関する指導を行い、法令等遵守に対す

る意識とその実践の徹底を図っています。また、日本証券業協会が主催するコンプライア

ンス講座等外部セミナーへの参加や定期的に行われる社内研修を通じ、法令等遵守意識の

向上に努めております。 

（5）顧客からの相談、苦情 

お客様からの相談、苦情等に関してはＣＲ統括部に専用ダイヤルを設置して、「苦情・紛

争処理規定」に基づき、迅速、適切に対応して参ります。 

 

２． 分別管理等の状況 

（1）金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況                     （単位：百万円） 

項 目 
2024 年 3 月 31 日 

現在の金額 
2025 年 3 月 31 日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 7,009 3,420 

期末日現在の顧客分別金信託額 6,310 3,430 

期末日現在の顧客分別金必要額 5,728 5,371 
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② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ．保護預り等有価証券        

有価証券の種類 
2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株 券 株 数 28,000 千株 4 千株 34,145 千株 16 千株 

債  券 額面金額 8,613 百万円 90,255 百万円 16,793 百万円 76,666 百万円 

受益証券 口 数 172,458 百万口 955 百万口 197,237 百万口 2,733 百万口 

そ の 他 額面金額 7 百万円 －百万円 8 百万円 －百万円 

ロ．受入保証金代用有価証券 

該当ありません。 

ハ．管理の状況（管理場所別）            

管理場所及び国名 管理方法 区分 
2024年3月31日 

現在 
2025年3月31日 

現在 

証券保管振替機構(日本) 振替決済 

株 券 28,000 千 株 34,145 千 株 

債 券 7,433 百万円 13,303 百万円 

受 益 証 券 172,458 百万口 197,237 百万口 

その他 7 百万円 8 百万円 

日本銀行(日本) 振替決済 債 券 1,180 百万円 3,490 百万円 

Nomura Bank(Luxembourg) 

S.A.(ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ) 
混合管理 受 益 証 券 955 百万口 2,733 百万口 

UBS証券㈱(日本) 混合管理 債 券 ― 百万円 23,754 百万円 

ｿｼｴﾃｼﾞｪﾈﾗﾙ証券会社(日本) 混合管理 債 券 4,131 百万円 2,856 百万円 

ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ証券(日本) 混合管理 債 券 16,009 百万円 15,658 百万円 

ブラウン・ブラザーズ・ハリマン・

アンド・コー（アメリカ） 
混合管理 受 益 証 券 0 百万口 0 百万口 

みずほ証券㈱(日本) 混合管理 債 券 1,805 百万円 1,409 百万円 

三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券㈱(日本) 混合管理 株 券 4 千 株 16 千 株 

大和証券㈱(日本) 混合管理 債 券 1,600 百万円 1,150 百万円 

野村證券㈱(日本) 混合管理 債 券 39,489 百万円 31,838 百万円 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当ありません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12 第２号に規定する権利を

除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当ありません。 

 

（2）金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

（3）金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等
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に係るものを除く。）の状況 

① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

 

(3-2) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利

等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の区分管

理の状況 

該当ありません。 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１． 当社及びその子会社等の集団の構成 

当社及び子会社等による企業集団の構成はありません。 

 

２． 子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事業所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当する子会社等はありません。 

 

以 上 


